
＜全体について＞
○必須項目と任意項目の区別を設けるか。
・赤字と緑字部分を必須入力項目とし、青字部分を必須とする。（町井委員）
・収入内訳について、緑字は入力必須、青色は任意項目でいい。（宮内委員）
・NPO法人と認定NPO法人とで明確にわけるべき。認定資格の取得の有無を記入したうえで、認
定法人のみの開示情報についても記入することを義務付ける。（松原委員）

・メールアドレスについては、スパム被害にあう可能性があるので、その対応ができなければ削
除した方が良い。（池本委員）

不要。また活動内容は、財務情報の事業費に事業概要があるため。また、「主たる活動分
野」は、その選択が難しい団体もあるため。（杉野委員）

不要。事務局がない場合もあり代表者があれば十分。（杉野委員）

資料２

基本情報フォーマット（たたき台）に対する委員意見

詳細を伝えたい団体は、PDFでアップロードできるようにしてはどうか。（佐藤委員）

○組織情報に追加する項目
・ライブ情報。ライブ感がないと誰もアクセスしないため。（池本委員）

＜その他意見＞

・法人名称変更や合併の経緯、過去分の事業報告書・活動計算書であることがわかる表記方
法、さらに検討の余地がある。また、報告内容の補正を行えるようにし、補正したことが記録と
してわかる形式にすべき。（松原委員）

・データベースのシステム開発費やサーバレンタル料が高くなる。（内閣府）



その他事業の収入は、計上しないのか。（井上委員）

○事業ごとの事業費とするか。
その場合、定款に定めた事業別とするか。

・定款で定めた事業別の内訳については、「ＮＰＯ法人会計基準」では必要に応じて注記
するに留められているが、法人の実態を市民にわかりやすく示す上で必要な情報であ
る。事業別の内訳も記載すべきではないか。（杉野委員）

・定款で定める事業項目は、多くのNPO法人にとって、必ずしもそれに基づいた会計区分
をしていない。寄付者はじめNPO法人のステークホルダーにとっても有益な情報にはな
らないのではないか（田尻委員）

・寄付者の視点からは賛成。ただし、実際に定款に定められた事業区分にあわせて、現
行事業を整理するために団体にかかる負荷について配慮が必要。（田中委員）

・本箇所の義務付けについては、対象となるNPO等の事業規模によって適用するかを検

討すべき。年間予算規模が小さい団体については、当該義務は負担が重い。（町井委
員）

○財務情報に追加する項目
・団体にとって信頼のアピールになるのだから監査担当者を記入する欄を設ける。（佐藤委員）

＜その他意見＞

・法人統治の情報として、「総会開催日」「理事会開催日」「外部理事の内容（人数や有識者等
の種別）」「監事の内容（人数等）」も必要ではないか。（戎井委員）
・収入内訳の正誤は、認証時に目視チェックされる必要がある。（宮内委員）

・事業の分野について、複数選択できるようにした方がよい。（井上委員）

・事業費ごとの収入は計上しないのか。（井上委員）


